
令和３年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ３ 府 省 庁 名 農林水産省              

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例の延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜制度の概要＞ 

① 経営所得安定対策等の交付金を交付された農業者（青色申告を行う認定農業者等）が、経営改善計画等

に従って、農業用固定資産（農用地、農業用機械等）を取得等するために農業経営基盤強化準備金を積

み立てた場合、積立相当額を必要経費（損金）に算入することができる。 

② 農業者が当該準備金を取り崩して農業用固定資産を取得等した場合には、当該年（事業年度）分の事業

所得（所得）に相当する金額の範囲内で圧縮記帳し、必要経費（損金）に算入することができる。 

 

 

＜要望の内容＞ 

・適用期限（R3.3.31）の２年延長 

 

関係条文 

 

所得税（措法第 24条の２及び 24条の３） 

法人税（措法第 61条の２、61条の３、68条の 64及び 68条の 65） 

 

減収 

見込額 

［初年度］     ―（ ▲10,680 ）  ［平年度］     ―（ ▲10,680 ） 

［改正増減収額］                              （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

我が国の農業・農村は、農業従事者の高齢化、耕作放棄地の増大等、危機的な状況にあり、国民への

食料の安定供給を確保するには、効率的かつ安定的な経営が大宗を占める農業構造を実現することが不

可欠である。 

このためには、意欲と能力のある農業者が、将来にわたって農業を継続し、経営の規模拡大や経営の

効率化等の経営発展に取り組める環境を整備することなどにより、競争力のある経営体を育成・確保す

ることが重要である。 

経営所得安定対策等の交付金の交付を受けた担い手に対し、本特例を措置することにより、農業経営

の基礎を強化するための農業用固定資産等への投資を促進し、競争力のある経営体の育成・確保を図る。 

 

（２）施策の必要性 

令和２年３月に閣議決定された「食料・農業・農村基本計画」第３の２においては、農業が成長産業

として持続的に発展し、食料等の農産物の安定供給及び多面的機能の発揮という役割を発揮していくた

めには、生産性と収益性が高く、中長期的かつ継続的な発展性を有する、効率的かつ安定的な農業経営

（主たる従事者が他産業従事者と同等の年間労働時間で地域における他産業従事者と遜色ない水準の生

涯所得を確保し得る経営）を育成し、こうした農業経営が、農業生産の相当部分を担う農業構造を確立

することがこれまで以上に重要であるとしている。  

「効率的かつ安定的な経営」を実現するためには、計画的に規模拡大等の経営改善を行う必要がある。

経営規模の拡大や拡大した規模に見合う農業機械等の導入には、多額の投資を要することから、その投

資額を蓄積する必要がある。 

一方、経営所得安定対策等の農業経営の安定を図ること等を目的とした交付金は、米、麦・大豆等を

生産する土地利用型農業を行う農家が、一定の所得を確保することを目的としたものであることから、

その使途は制限されていない。 
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このため、これらの交付金の交付を受けたことによって生じた所得を、更に、農業経営の基盤強化の

ための農地や農業用機械等の農業用固定資産の取得に活用されるよう誘導するためには、税制度による

本特例措置の適用が必要不可欠である。 

加えて、令和２年度において人・農地プランの実質化（農業者の年齢階層別の就農や後継者の確保の

状況を「見える化」した地図を用いて、地域を支える農業者が話し合い、当該地域の将来の農地利用を

担う経営体の在り方を決めていく取組）に取り組んでいるところであり、実質化された人・農地プラン

の実行とあわせて本措置を引き続き講じることで、担い手への農地集積・集約化を加速化する必要があ

る。 

本要望に 

対応する 

縮減案 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

 

《大目標》 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機能の発揮、森

林の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定向

上と国民経済の健全な発展を図る。 

 

《中目標》 

農業の持続的な発展 

 

《政策分野》 

担い手の育成・確保等と農業経営の安定化 

 

農業従事者の高齢化、耕作放棄地の拡大といった大きな節目を迎える中で、農業の競争力を

強化し、持続可能なものとするためには、農業の構造改革を加速化することが必要である。 

このため、都道府県ごとに整備される農地中間管理機構を通じた利用権設定と相まって、農業

経営基盤強化準備金制度を活用した農用地や規模拡大に資する固定資産の取得を促進すること

により、農業経営の改善を進める担い手への農地利用の集積・集約化を加速化する。 

 

政策の 

達成目標 

 

＜施策名＞ 担い手の育成・確保 

 農地中間管理機構を通じた利用権設定と相まって、農業経営基盤強化準備金制度を活用した

農用地の取得や農業用建物など規模拡大に欠かせない固定資産の取得を促進することにより、

担い手への農地集積・集約化を加速化するとともに、経営マインドを持ち自らの判断で消費者・

実需者ニーズに対応する「チャレンジする農業経営者」を後押しすることで担い手の育成・確

保を推進することにより、経営感覚が豊かな経営体が大宗を占める強い農業を実現する。 

 

＜達成目標＞ 

 令和５年度において、担い手が利用する農地面積の割合を 80％とする。 

 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

 ２年間 

同上の期間中

の達成目標 

 

令和５年度において、担い手が利用する農地面積の割合を 80%とする。 

＜令和３年度目標値＞ 

担い手が利用する農地面積を１年間で 14.9万 ha増加させる。 

 

政策目標の 

達成状況 

 

担い手が利用する農地面積の割合 57.1％（令和元年度） 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

（令和３年度見込み） 

対象者数 107,369経営体（個人 85,439 法人 21,930 ） 

適用者数 16,375経営体（個人 9,593 法人 6,782） 
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要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 

〇本措置を活用した農地等の取得計画と実績（令和元年度末実績） 

 

(1) 固定資産の取得計画（農業経営改善計画）(令和元年度) 

 

農用地        6,517 ha     151 億円 

農業用機械等    10,351台     410 億円 

 

        計    561 億円 

 

(2) 準備金による固定資産の取得実績の推移 

  27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

農地面積 5,331ha 6,123ha 5,777ha 5,120ha 6,506ha 

（取得価格） 137億円 144億円 141億円 128億円 150億円 

農業用機械等 4,942台 5,722台 7,597台 10,609台 10,281台 

（取得価格） 175億円 220億円 319億円 412億円 399億円  

 

  
２年度 

（推計） 

３年度 

（推計） 

農地面積 6,401ha 6,401ha 

（取得価格） 148億円 148億円 

農業用機械等 10,115台 10,115台 

（取得価格） 393億円 393億円 

 

本措置は平成 19年度に創設したものであり、準備金による固定資産の取得実績に多少の

増減はありつつも取得実績が伸びている。令和２年度以降も対象交付金の増減などに影響

を受けながら、担い手の農用地取得等に貢献していくものと見込まれる。 

 

(3) 今後の準備金活用計画   2,100億円 

(4) 準備金積立残高      1,370億円 

(5) 今後の積立等必要額      731億円 

（注） (1)～(4)の元年度までの実績値は、農政局等を通じて毎年度行っている税制特例適用

実績調査（悉皆調査）による。 

 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

 なし 
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予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

準備金制度の対象となる交付金 

               （３年度要求）    （２年度） 

経営所得安定対策等      5,750億円      5,858億円 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

 経営所得安定対策等の交付金は、我が国の生産条件と諸外国の生産条件の格差から生ずる不

利を補正すること等を目的とした交付金の交付を受けた担い手が、農業経営基盤強化促進法に

基づく経営改善計画等に従って、農用地等の取得に充てるため、積み立てる場合や、積み立て

た交付金を取り崩して対象資産を取得する場合に、特例措置を講じるものである。 

 

要望の措置の 

妥当性 

 

本特例措置は、これらの交付金を、担い手の主体的な経営判断により、計画的な経営規模の

拡大や経営の効率化など農業経営発展のために投資することを支援するものであり、農業生産

の基盤整備を推進するために極めて有効な手法である。 

  また、本措置は非課税措置ではなく、課税の繰り延べであることから必要最小限の措置であ

る。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 
 対象者数 適用件数  減税額  
平成27年度 
個 人 
法 人 
 

100,897人 
84,442人 
16,455人 

13,072件 
8,943件 
4,129件 

 11,134百万円 
6,023百万円 
5,111百万円 

 

平成28年度 
個 人 
法 人 
 

100,734人 
83,331人 
17,402人 

13,782件 
8,803件 
4,979件 

 12,194百万円 
5,796百万円 
6,398百万円 

 

平成29年度 
個 人 
法 人 
 

102,626人 
83,508人 
18,514人 

15,565件 
9,895件 
5,667件 

 14,464百万円 
7,098百万円 
7,386百万円 

 

平成30年度 
個 人 
法 人 
 

104,798人 
85,153人 
19,645人 

14,698件 
8,914件 
5,784件 

 13,074百万円 
6,009百万円 
7,065百万円 

 

令和元年度 
個 人 
法 人 

104,395人 
83,714人 
20,681人 

14,975件 
8,991件 
5,984件 

(15,365) 
(9,056) 
(6,309) 

14,148百万円 
6,609百万円 
7,539百万円 

(12,730) 
(5,850) 
(6,880) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

（単位：千円） 

 道府県 

住民税 

事業税 市町村 

住民税 

地方法人 

特別税 

農業経営基盤強化準備金 139,271 1,156,339 422,164 499,538 

農用地等を取得した場合の課税の

特例 

125,423 1,041,363 380,188 449,869 

 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

令和元年度において、本措置を活用し、農業経営改善計画等に従って農用地や農業用機械等

の固定資産を取得した実績と当該計画に対する達成率は以下のとおりとなっており、本措置は、

農業用固定資産への投資を促進する支援措置として有効に活用されている。 

 

① 農用地 

取得計画面積    6,517（ha） Ａ 

取得実績      6,506（ha） Ｂ 

達成率（Ｂ／Ａ）   99.8％ 

 

② 農業用機械等 

取得計画台数    10,351台   Ａ 

取得実績      10,281台   Ｂ 

達成率（Ｂ／Ａ）    99.3％ 

 

前回要望時の 

達成目標 

 

 令和５年において、担い手が利用する農地面積の割合を 80％とする。 

ページ 3 ― 6 



 

 
 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

 担い手が利用する農地面積の割合 57.1％（令和元年度末） 

 

 

これまでの要望経緯 

 

平成 19年度 創設 

平成 21年度 ２年延長・拡充 

① 適用対象法人に農業生産法人以外の特定農業法人を追加 [法人税] 

② 特別障害者に該当する認定農業者からの事業の全部譲渡による引継ぎ措置の創設 

[所得税] 

平成 22年度 拡充・縮減 

① 対象交付金等に戸別所得補償制度実証事業交付金を追加 

② 適用対象法人の範囲から特定農業団体及びこれに準じる組織を除外 

平成 23年度 ２年延長・対象交付金の見直し 

平成 25年度 ２年延長・対象交付金の名称変更 

平成 26年度 対象交付金の見直し 

平成 27年度 ２年延長・拡充・縮減 

① 対象者に認定新規就農者（個人）を追加 

② 対象資産に農業用の建物、器具・備品、ソフトウェア等を追加 

③ 環境保全型農業直接支援対策交付金を対象交付金から除外 

④ 特定農業法人（農業生産法人以外）を対象から除外 

平成 28年度 対象交付金の見直し等 

平成 29年度 １年延長 

平成 30年度 ２年延長・縮減 

① 米の直接支払交付金を対象交付金から除外 

② 特定農業法人（農地所有適格法人）を対象から除外 

令和２年度  １年延長 
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